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（要旨） 

 

 最低賃金は、低賃金労働者の所得保障、経済格差の縮小などを主な目的として存在する制

度だが、最近、日本経済全体の生産性との関連が盛んに議論されている。本稿は、関連する

内外の研究をサーベイした上で、都道府県レベル及び企業レベルのパネルデータを使用し、

日本における最低賃金と生産性の関連についてのエビデンスを提示する。分析結果によれ

ば、最低賃金の引き上げが生産性を高めるという関係は、少なくともこれまでのところ確認

されない。 
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最低賃金と生産性 

 

 

１．序論 

 

 日本経済の潜在成長率を高めるため、生産性向上が重要な政策課題となっている。この関

連で、最低賃金の大幅な引き上げを行うことが生産性向上の実現につながるという議論が

ある。1 もともと最低賃金制度は、低賃金労働者の所得保障、経済格差の縮小といった公平

性の観点からの制度だが、結果として生産性にも影響する可能性がある。2  

そのメカニズムとしては、①最低賃金の引き上げに伴う労働費用の増加が企業の生産性

向上努力を促す圧力として機能する、②低賃金・低生産性企業の退出による新陳代謝効果を

持つという２つがありうる。 

過去約 20 年間の最低賃金の動きを見ると、2010 年頃から上昇率が高まり、2015 年から

加速しているが、これと並行して最低賃金の地域間格差が拡大している（図１参照）。3 こ

の図では最低賃金の標準偏差を描いているが、変動係数（標準偏差／平均値）を見てもパタ

ンは同様である。こうした中、地域間経済格差を是正するため、現行の都道府県別最低賃金

ではなく、最低賃金水準を全国一律にすることが望ましいという別の議論もある。 

 本稿の目的は、最低賃金と生産性に関する内外の研究をサーベイした上で、日本のデータ

に基づく若干のエビデンスを示すことである。具体的には、①都道府県のパネルデータ、②

企業レベルのパネルデータを使用し、最低賃金と生産性の関連についての実証的事実を提

示する。結論を先取りすると、2000 年代以降の日本において最低賃金の引き上げが地域や

企業の生産性を高めるという関係は、少なくともこれまでのところ確認されない。 

 第２節では、関連する内外の先行研究を簡潔にサーベイする。第３節では本稿で使用する

データ及び分析方法について解説する。第４節で結果を報告し、第５節で結論を述べる。 

 

                                                      
1 最近の代表例として、アトキンソン (2019)。内閣府 (2011)は、OECD 諸国において、低賃

金層の賃金が相対的に高めに維持されている国では、サービス業の相対的な生産性が高い

という相関関係がある旨を記述している（因果関係ではない旨を留保）。厚生労働省 (2016)
は、OECD 諸国のデータに基づき、「低賃金層の賃金底上げは、国全体の労働生産性の上昇

につながる可能性も」と記述している（因果関係を示すものではない旨を留保）。 
2 最低賃金法の目的は、「賃金の低廉な労働者について、賃金の最低額を保障することによ

り、労働条件の改善を図り、もつて、労働者の生活の安定、労働力の質的向上及び事業の

公正な競争の確保に資するとともに、国民経済の健全な発展に寄与すること」（同法第 1
条）である。 
3 最低賃金引き上げは、格差問題が大きな政治課題となった 2007 年頃から盛んに議論され

るようになり、2007 年に最低賃金法が改正され、生活保護との整合性を考慮することとさ

れた（鶴, 2013 参照）。さらに民主党が 2009 年のマニフェストで「最低賃金の全国平均 1000
円を目指す」とした頃から引き上げが加速した。 
 



3 
 

 

２．関連する先行研究 

 

 最低賃金が雇用に及ぼす影響については極めて多くの実証研究が行われてきている。競

争的な労働市場を前提とした場合、最低賃金の引き上げは低賃金労働者の雇用に対してネ

ガティブな影響を持つことが予想される。しかし、Card and Krueger (1994)を嚆矢として最低

賃金が必ずしも雇用にマイナスではないことを示す研究が現れ、その後、多くの国を対象に

異なる分析方法で様々な分析が行われてきた。それにも関わらず、現在に至るまで最終的な

コンセンサスには至っていない。4  

こうした中、そもそも最低賃金の水準や引き上げ幅自体が低いので雇用への影響が観察

されないのであって、最低賃金の大幅な引き上げの影響や、どの程度の水準までならば影響

がないのかに研究の焦点を移すべきであるという議論もある（Manning, 2016; Neumark, 2017, 

2018）。最低賃金引き上げが雇用に影響しないならば、時間当たり 2,000 円とか 3,000 円に

しても支障がないことになるが、そうしたことは考えにくい。実際、最低賃金の大幅引き上

げの影響を扱った最近のいくつかの研究は、最低賃金の雇用への影響には非線形性があり、

大幅引き上げは雇用にマイナスの効果を持つことを示唆する結果を示している（e.g., Gorry 

and Jackson, 2017; Clemens and Strain, 2018; Bossler et al., 2018; Harasztosi and Lindner, 2019）。 

 もう一つの流れは、最低賃金による労働コスト上昇が、雇用以外のマージンで吸収されて

いる可能性に着目した研究である。具体的には、①企業収益への影響（e.g., Draca et al., 2011; 

奥平他, 2013; 森川, 2013; Bell and Machin, 2018）、②財・サービス価格の引き上げを通じた消

費者への転嫁（e.g., Aaronson et al., 2008; Wadsworth, 2010; Hirsch et al., 2015; MaCurdy, 2015; 

Aaronson et al., 2018; Allegretto and Reich, 2018; Giupponi and Machin, 2018; Harasztosi and 

Lindner, 2019）、③社会保障・教育訓練費といった雇用者数以外の労働費用削減による労働

者への転嫁（e.g., Hara, 2017; Clemens et al., 2018）である。総じてこれらの研究は雇用量以

外のマージンで、最低賃金上昇の影響が調整されていることを示している。これらのうち

Harasztosi and Lindner (2019)は、需要の価格弾力性が低い非貿易財産業において価格上昇を

通じて消費者に転嫁される傾向が強い一方、国際競争に直面している貿易財産業では雇用

への影響が大きいことを示しており示唆に富む。 

 さらに、企業が生産性を向上させる努力を行って雇用への影響を回避している可能性も

存在する。この点に着目した研究として、いずれも英国の最低賃金導入（1999 年）及びそ

の後の引き上げを対象とした Draca et al. (2011), Georgiadis (2013), Riley and Bondibene (2017)

といった例があり、本稿もそうした問題意識に基づくものである。Draca et al. (2011)は、主

に企業収益への影響を分析したものだが、生産性への効果も分析している。その結果による

と、最低賃金の引き上げが経営の無駄を除去し効率化をもたらすという生産性効果は確認

                                                      
4 最近のサーベイ論文として、Manning (2016), Neumark (2017, 2018)。日本を対象とした研究

例として、Kawaguchi and Mori (2009), Kambayashi et al. (2013)。 
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されない。Georgiadis (2013)は、典型的な低賃金産業である介護産業（residential care homes 

industry）において、労働者の効率性が高まったことを示す結果を報告している。Riley and 

Bondibene (2017)は、最低賃金が生産性に及ぼす効果を企業レベルで分析し、労働費用の上

昇に対応して、企業は労働生産性を上昇させたという結果を示している。結果は分かれてい

るが、最低賃金の引き上げが企業の生産性向上努力を促す効果を持つ可能性があることを

示している。ただし、いずれも英国を対象とした分析であり、どの程度一般化できるかどう

かは何とも言えない。 

 最低賃金が生産性を高めるもう一つの経路としては、労働費用の増加に対応できない低

賃金・低生産性企業が退出することを通じて産業平均の生産性が高まるという新陳代謝メ

カニズムがありうる。この点に関連する分析としては、Machin and Wilson (2004), Draca et al. 

(2011), Aaronson et al. (2018)などの例がある。5 Machin and Wilson (2004)は、英国の最低賃金

導入を対象に介護産業の分析を行い、廃業への影響は確認されないとしている。前出の

Draca et al. (2011)は、低賃金の企業が最低賃金の導入に伴って退出を強いられるという事実

は確認できない一方、新規参入が減少したとしている。Aaronson et al. (2018)は、米国の飲食

店（ファスト・フード・レストラン）を対象に、最低賃金引き上げに対する参入・退出等の

反応を分析している。その結果によると、最低賃金引き上げ後にチェーン型のレストランで

退出が増加している。最低賃金上昇が新陳代謝に及ぼす効果についての研究は少なく、それ

らの中でも結論は分かれているのが現状である。 

 なお、前述の通り、最低賃金の上昇がサービス価格の引き上げを通じて消費者に転嫁され

ていることを示す研究は多い。この場合、サービスの量・質に変化がない限り、実質で見た

生産性上昇を意味しないことは当然である。しかし、企業関係者などの間には製品やサービ

スの価格上昇が生産性上昇につながるという思い込みが意外に多く（森川, 2018）、最低賃金

引き上げが生産性向上をもたらす経路の一つと誤解されている可能性がある。 

 要約すると、最低賃金が雇用に及ぼす影響についての膨大な数の実証研究とは対照的に、

生産性への効果を分析した研究はごく限られており、日本においてそうした実証分析は筆

者の知る範囲では存在しない。6 本稿は、英国のように全国一律ではなく地域（都道府県）

別に最低賃金が設定されている日本を対象として最低賃金と生産性の関係を分析するもの

で、学術的にも新しい貢献である。 

 本稿の直接の分析の範囲を超えるが、最近活発に政策論議が行われている全国一律の最

低賃金の是非に関連する研究についても簡単に整理しておきたい。具体的には、最低賃金が

労働者の地理的移動に及ぼす影響の分析である。すなわち、最低賃金の地域差に着目して、

                                                      
5 本文で挙げた研究のほか、Bachmann et al. (2014)は、ドイツにおける最低賃金の導入（2015
年）に対する企業の支持を分析し、低賃金の中東欧からの新規参入を抑制したい企業ほど最

低賃金を支持する傾向があったことを示している。 
6 生産性を直接に扱ったものではないが、奥平他 (2013)は、「工業統計調査」（経済産業省）

のミクロデータを使用した分析により、最低賃金の引き上げが企業内部の資源配分の効率

性にネガティブな影響を与えている可能性を論じている。 
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最低賃金の差が労働者の地域間移動にどのような影響を持っているかを分析したものであ

り、Cadena (2014), Martin and Termos (2015), Monras (2019)がその例である。Cadena (2014)は、

米国への新規移民労働者の地域選択を分析し、実質最低賃金が上昇した地域は雇用を得ら

れる可能性が低くなるため、移民の流入が少なくなるという結果を示している。Martin and 

Termos (2015)は米国における州・地方の実質最低賃金に対する人口移動の反応を分析し、最

低賃金の地域差の存在は、最低賃金の低い地域への低スキル労働者の移動を増加させる効

果を持つことを示している。Monras (2019)も米国を対象とした「空間的均衡」の視点からの

理論的・実証的研究で、やはり低スキル労働者は、最低賃金を上昇させた地域を離れ又はそ

の地域に移動しなくなるという結果を報告している。 

地域間の経済格差を是正するために最低賃金を全国一律にすべきという議論は、大都市

圏に比べて賃金水準が低い地域の最低賃金を大都市並みにすることによって、労働者が大

都市圏から地方都市に移動することを期待しているようである。しかし、これは労働需要側

を看過した議論であり、上記の一連の研究は地域の最低賃金引き上げが労働需要を減少さ

せ、結果として労働者の転出を促進するという意図せざる影響を持つことを示唆している。

日本でも同一の都道府県内では最低賃金は一律なので、同一都道府県内の平均賃金が相対

的に低い市町村から県庁所在地などへ労働需要をシフトさせているかも知れない。 

 賃金は生産性を反映しており、地域によって生産性・賃金が異なることは避けがたい。こ

のため空間的均衡から乖離した高い最低賃金を、生産性を度外視して設定することは、地域

経済にネガティブな影響を持つのである。7 

 

 

３．データと分析方法 

 

 本稿では、都道府県別の最低賃金のデータと①都道府県の労働生産性、②企業の労働生産

性（LP）及び全要素生産性（TFP）の関係をパネル分析する。多くの先行研究と同様、最低

賃金（MW）は都道府県毎の平均賃金（「賃金構造基本統計調査」（厚生労働省））で割った

数字（カイツ指標）を分析に使用する。8 最低賃金が企業の賃金設定に対してどの程度実効

性のある規制として機能しているかは絶対額ではなく平均賃金との相対的な関係が重要だ

からである。 

都道府県レベルの労働生産性の分析は、「県民経済計算」（内閣府）の 2006～2015 年度の

公表データを使用する。この期間のデータを用いるのは、2008SNA ベースの遡及値が利用

                                                      
7 最低賃金を対象としたものではないが、学校教員、看護師、警察官など公的セクターにお

ける全国一律の報酬体系など「空間的均衡」から乖離した賃金水準が、経済に対してネガテ

ィブな影響を持つことを示す研究は多い（e.g., Hoxby and Leigh, 2004; Propper and Van Reenen, 
2010; Crawford et al.; Britton and Propper, 2016; Morikawa, 2016; Crawford and Disney, 2018）。 
8 分析に使用したのは都道府県別の一般労働者の時間当たり賃金である。 
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可能な範囲という理由である。労働生産性は、実質県内総生産額を県内就業者数で割った数

字である。つまり、労働時間当たりではなく就業者１人当たりの数字である。 

 ベースラインの推計方法（下記(1)式）はシンプルな固定効果（FE）推計であり、最低賃

金のほか都道府県固定効果（γp）、年固定効果（λ t）、前年度の労働生産性（LP-1）を説明変

数に用いて LP を説明する推計を行う（LP は対数表示、添字 pは都道府県）。9 また、最低

賃金の内生性を考慮してダイナミック・パネル（システム GMM）推計を行い、頑健性を確

認する。都道府県レベルの推計の場合、最低賃金の係数は、個々の企業の生産性の変化（内

部効果）、参入・退出を通じた新陳代謝効果（再配分効果）の両方を含むものとなる。 

 

      LPpt = β0 + β1MWpt + β2LPpt-1 + γp + λ t + εpt                                (1) 

 

 企業レベルのミクロデータの分析は、「経済産業省企業活動基本調査」（以下「企業活動基

本調査」という）の 2001～2016 年度のデータを使用し、企業が立地している都道府県の最

低賃金と企業の生産性の関係を分析する。ただし、複数の都道府県にまたがって多数の事業

所を持つ企業の場合、本社の所在地を用いて分析を行うのは適当ではない。このため、1 企

業 1 事業所のサンプル（全観測値の約 2 割）のみを分析に使用する。 

企業レベルの分析では、LP 及び全要素生産性（TFP）を被説明変数に、最低賃金、企業固

定効果（γ i）、年固定効果（λ t）、被説明変数の前年度の値（yipt-1）、企業規模を説明変数に使

用する（(2)式）。10 このほか、総資産経常利益率（ROA）、設備投資（対有形固定資産スト

ック。対数表示）、資本集約度（有形固定資産/従業者数。対数表示）を被説明変数に使用し

て同様の推計を行う。労働費用の上昇が企業収益など別のマージンで吸収されているかど

うかを確認することが目的である。11 企業レベルの FE 推計の場合、当然のことながら観察

されるのは内部効果のみ（参入・退出効果を含まない）である。 

 

      yipt = β0 + β1MWpt + β2yipt-1 + β3Sizeit + γ i + λ t + ε ipt                          (2) 

 

このほか、最低賃金と企業の非正規雇用比率（Nonstandard）の交差項を説明変数として追

加した推計を行う（(3)式）。非正規雇用者を多く雇用している企業ほど、最低賃金へのエク

スポージャーが大きく、生産性向上のプレッシャーが強いはずであるという想定に基づく。 

 

                                                      
9 都道府県別の最低賃金水準が、企業への悪影響に配慮して内生的に決定されている可能性

を考慮し、都道府県別失業率（総務省「労働力調査」のモデル推計値）を操作変数とする推

計も試みたが、都道府県別最低賃金に対して説明力を持っていなかった。 
10 企業レベルの分析でもシステム GMM 推計を試みたが、AR(2)テスト、過剰識別テストが

要件を満たさないため、FE 推計結果のみを報告する。 
11 このほか、企業の労働者数、パート労働者数を被説明変数とした推計も行ってみたが、最

低賃金との間に有意な関係は観察されなかった。 
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      yipt = β0 +β1MWpt +β2MWpt*Nonstandardit +β3Nonstandardit +β4yipt-1  

+β5Sizeit + γ i + λ t + ε ipt                                              (3) 

 

 なお、LP、TFP などの説明変数は全て年度計数であるのに対して、各年の最低賃金の発効

日は都道府県によって微妙に異なるが、一般に 10 月初旬を始期とする 1 年間である。本稿

では最低賃金引き上げの影響が出るまでに若干（約半年）の遅れがある可能性を折り込み、

前年秋に設定された最低賃金と当年度の生産性の関係を推計する。 

 LP は企業毎の付加価値額を総労働投入量で割った値の対数値で、時間当たり生産性であ

る。ただし、企業レベルの労働時間データは存在しないため、「毎月勤労統計」（厚生労働省）

の産業別労働時間データ（一般労働者、パートタイム労働者別）を使用し、下記の通り各企

業のフルタイム労働者数、パートタイム労働者数に乗じて労働投入量を推計する。12  

 

  労働投入量（人・時間）＝フルタイム労働者数×一般労働者労働時間×12 

＋パートタイム労働者数×パートタイム労働者労働時間×12 

 

TFP は、コスト・シェアに基づくインデックス・ナンバー方式によりノンパラメトリック

に計算する。13 労働投入量は LP を計算する際の分母と同様であり、資本ストックは企業の

有形固定資産額を使用する。なお、付加価値額、有形固定資産額は「国民経済計算」（内閣

府）のデフレーターを用いて実質化した数字を用いる。 

 分析に使用する主な変数の要約統計量は、表１に示す通りである。 

 

 

４．分析結果 

 

 分析に先立ち都道府県別の最低賃金（カイツ指標）と労働生産性の関係をプロットしてみ

ると、最低賃金が相対的に高い都道府県ほど労働生産性が低いというクロスセクションの

関係が観察される（図２）。おそらく東京都をはじめ生産性と平均賃金が高い地域ほど最低

賃金が相対的に割安で、生産性と平均賃金が低い地域ほど最低賃金が相対的に割高になっ

ているからであり、最低賃金近傍の労働者の割合が大都市圏で少ないという事実（e.g., 

Kawaguchi and Mori, 2009）と整合的である。なお、カイツ指標の都道府県平均値と標準偏差

の時系列をプロットすると（図３）、最低賃金の平均賃金に対する比率が過去 20 年間にわた

って緩やかに上昇してきていること、都道府県間のばらつきは 2006 年をピークにいくぶん

低下していることがわかる。 

                                                      
12 分析対象期間が 2011 年度以前を含むため、「毎月勤労統計」のデータは先般修正された

再推計値ではなく、当初公表値である。 
13 インデックス・ナンバー方式による TFP の計測については Syverson (2011)参照。 
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なお、カイツ指標ではなく単純に最低賃金（対数表示）と労働生産性の関係をプロットし

た場合、明瞭な正相関が観察されるが（付図１）、これは生産性の高い地域ほど賃金が高い

という空間経済学の定形化された事実を示すものである。 

 都道府県パネルデータを用いて都道府県固定効果を考慮して推計した結果が表２である。

(1)列がベースラインの FE 推計結果で、最低賃金の係数は負値であり労働生産性と有意な関

係を持っていない。(2)列はシステム GMM 推計の結果であり、やはり有意な関係は観察さ

れない。14 都道府県集計レベルの分析は、後述する企業レベルの分析とは異なり、個々の

企業の生産性向上努力（内部効果）、低賃金企業の退出による新陳代謝の両方のメカニズム

を含むものと解釈することができる。 

 企業レベルのデータでの分析結果が表３である。LP を被説明変数とした推計では MW の

係数は負値で、マージナルに（10％水準）有意である（同表(1)列）。一方、TFP を被説明変

数とした場合には、MW の係数は有意ではない（同表(3)列）。LP の場合、MW が 1 標準偏

差高くなると LP が▲0.5％ポイント低下するという関係であり、量的に見て係数は大きな

ものではない。15 最低賃金と LP の負の関係が生じるメカニズムは推測の域を出ないが、後

述するように、利益率の低下に伴う投資の減少が一つの理由として考えられる。 

 MW と各企業の非正規労働者比率の交差項を含めて推計した結果が同表(2), (4)列である。

LP を説明する推計では MW 自体の係数が有意ではなくなる一方、交差項の係数は 1％水準

で有意な負値であり、最低賃金と LP の関係が、最低賃金近傍の労働者を多く雇用している

企業で顕著なことを示唆している。ただし、TFP を被説明変数とした推計では交差項の係数

も統計的に有意ではない。 

 最後に、利益率（ROA）、設備投資、有形固定資産を被説明変数とした推計結果が表４で

ある。MW の係数は、ROA には 5％水準で有意な負値（同表(1)列）、設備投資には 10％水準

で有意な負値である（同表(2)列）。最低賃金が企業の収益率にマイナスに働くという結果は

第２節で述べた内外の先行研究と同様である。設備投資との負の関係は、最低賃金の上昇に

対応して企業が労働を資本に代替することを示唆する先行研究（Harasztosi and Lindner, 2019）

とは異なる結果である。有意水準が低いこともあり確たる結論は導けないが、最低賃金の引

き上げが企業収益を圧迫し、その結果として設備投資を抑制する可能性があることを示唆

している。 

しかし、MW と非正規雇用比率の交差項を含めて推計を行うと（表５）、交差項の係数は

ROA 及び資本集約度の推計では負で統計的に有意ではなく、設備投資に対する交差項の係

数は、有意水準は 10％水準と低いものの符号は正である。最低賃金に対するエクスポージ

                                                      
14 STATA の xtabond2 コマンドを使用した二段階推計であり、ラグ数は 2 年及び 3 年を用い

た結果を報告している。 
15 産業大分類別に推計すると、卸売業の LP を被説明変数とする推計では 5％水準で有意な

正値だが、製造業、小売業、情報通信業、サービス業の LP では MW の係数は負値で統計的

に有意ではなく、TFP を被説明変数とした場合にはいずれの産業でも MW の係数は有意で

はなかった。 
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ャーの大きい企業ほど利益率が大きく圧迫され、投資を抑制したという頑健な関係がある

とは言えない。16 

 

 

５．結論 

 

本稿では、最低賃金の引き上げと生産性の関係について、内外の研究をサーベイするとと

もに、日本の都道府県レベル及び企業レベルのパネルデータを用いて若干の実証的事実を

提示した。分析結果によれば最低賃金の引き上げが生産性を高めるという関係は観察され

ない。しいて言えば労働生産性に対して小さな負の影響を持つ可能性を示唆する結果が見

られたが、頑健なものとは言えない。最低賃金が企業の生産性向上努力、低生産性企業の退

出を通じて経済全体の生産性を高める効果を持つ可能性はあるものの、少なくとも日本の

これまでの経験からはそうした事実は確認できない。 

もちろん、日本の最低賃金は国際的に見ても高い水準ではないので、目に見えるような効

果・影響が生じていない可能性は否定できない。ただし、第 2 節で見たように、最近の海外

の研究は最低賃金引き上げの雇用への影響には非線形性があり、大幅な引き上げが雇用に

マイナスの影響を持つ可能性を示唆するものが多いことに注意する必要がある。 

なお、最低賃金を全国一律にした場合の影響は本稿の射程外だが、仮に最低賃金が一番低

い県の最低賃金を東京レベルに引き上げた場合（約 30％引き上げ）、空間的均衡からの乖離

は相当に大きくなる。第２節で見た海外の実証研究を踏まえれば、むしろ名目最低賃金の地

域差を拡大した方が労働者の大都市集中を抑制することになる。少なくとも最低賃金につ

いて考える際には、地域の労働需要への影響を考慮することが必要である。17 

 

 

  

                                                      
16  なお、最低賃金の上昇が企業レベルの非正規雇用者比率を低下させるという関係は観察

されない。 
17 2017 年の「就業構造基本調査」（総務省）の公表データから、都道府県内の経済圏による

賃金格差（ただし居住地ベース）を見ると、同一都道府県内でも経済圏によって 20％を超

える賃金格差が存在する場合が稀でない。この場合、カイツ指標には 20％以上の差が生じ

るので、都道府県内で一律に設定されている最低賃金は、都道府県内の経済活動の分布に影

響している可能性がある。 
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表１ 主な変数の要約統計量 

（１） 都道府県パネルデータ 

 

（注）「県民経済計算」（内閣府）の 2006～2015 年度のパネルデータ。LP は従業者当たり労

働生産性（対数表示）。 

 

（２）企業パネルデータ 

 

（注）「企業活動基本調査」（経済産業省）の 2001～2016 年度のパネルデータ。1 企業 1 事

業所のサンプルの数字。 

 

 

表２ 都道府県パネルでの労働生産性の推計結果 

 

（注）MW は最低賃金（カイツ指標）。FE 推計、カッコ内は標準誤差。***は有意水準 1％。 

 

 

  

Mean SD SD (within) Min Max N
MW 0.3447 0.0296 0.0155 0.2463 0.4267 470
LP 6.5870 0.1294 0.0366 6.3457 7.0282 470

Mean SD SD (within) Min Max N
MW 0.3203 0.0379 0.0171 0.2402 0.4267 88,073
LP 1.0714 0.5883 0.2795 -5.0046 6.0864 75,617
TFP -0.0758 0.5207 0.2864 -6.6912 5.2788 74,709
ROA 0.0407 0.0880 0.0596 -1.0000 0.9881 87,889
Investment -2.4845 1.5167 0.9068 -9.9936 6.3596 63,482
Capital intensity 1.1645 1.8627 0.4298 -8.3540 7.7948 86,034
Firm size 4.7247 0.6525 0.1581 3.9120 10.0197 88,073
Nonstandard ratio 0.1331 0.1964 0.0809 0.0000 1.0000 88,073

MW -0.1574 -0.3294
(0.1340) (0.3662)

LP-1 0.6283 *** 0.8598 ***

(0.0402) (0.1238)
Year FE yes yes
Prefecture FE yes no

R
2
 (within) 0.7157

AR(1) test, p-value 0.000
AR(2) test, p-value 0.691
Hansen J, p-value 0.268
Number of instruments 15
Observations 423 423

(2) System GMM(1) FE
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表３ 最低賃金と企業の生産性 

 
（注）MW は最低賃金（カイツ指標）。FE 推計、カッコ内は都道府県でクラスターした標準

誤差。***, **, *は有意水準 1％, 5％, 10％。企業の非正規比率は、パートタイム労働者

及び臨時・日雇労働者の割合。 

 

 

表４ 利益率・設備投資・有形固定資産の推計 

 

（注）MW は最低賃金（カイツ指標）。設備投資、資本集約度は対数表示。FE 推計、カッコ

内は都道府県でクラスターした標準誤差。**, *は有意水準 5%, 10％。 

 

 

  

MW -0.3026 * -0.1121 -0.0482  0.0032
(0.1636) (0.1697) (0.1704) (0.1770)

MW*非正規比率 -1.2580 *** -0.3355
(0.3027) (0.3159)

非正規比率 0.5857 *** 0.2353 **
(0.1020) (0.1065)

被説明変数ラグ yes yes yes yes
Firm size yes yes yes yes
Year FE yes yes yes yes
Firm FE yes yes yes yes
Nobs. 58,222 58,222 57,566 57,566

R
2
 (within) 0.1145 0.1169 0.1043 0.1054

(4) TFP(1) LP (3) TFP(2) LP

MW -0.0764 ** -1.2298 * -0.2852  

(0.0314) (0.6357) (0.1857)
被説明変数ラグ yes yes yes
Firm size yes yes yes
Year FE yes yes yes
Firm FE yes yes yes
Nobs. 72,513 47,687 70,870

R
2
 (within) 0.0895 0.0325 0.3858

(1) ROA (2) Investment (3) Capital intensity
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表５ 非正規雇用比率との交差項を含む推計 

 

（注）MW は最低賃金（カイツ指標）。設備投資、資本集約度は対数表示。FE 推計、カッコ

内は都道府県でクラスターした標準誤差。**, *は有意水準 5％, 10％。企業の非正規比

率は、パートタイム労働者及び臨時・日雇労働者の割合。 

 

 

  

MW -0.0712 ** -1.5456 ** -0.2181
(0.0323) (0.6578) (0.1915)

MW*非正規比率 -0.0364 2.3057 * -0.4663
(0.0561) (1.2339) (0.3365)

非正規比率 0.0159 -0.7568 * 0.0566
(0.0187) (0.4144) (0.1126)

被説明変数ラグ yes yes yes
Firm size yes yes yes
Year FE yes yes yes
Firm FE yes yes yes
Nobs. 72,513 47,687 70,870

R
2
 (within) 0.0895 0.0326 0.3861

(1) ROA (2) Investment (3) Capital intensity
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図１ 最低賃金とその分散の動向 

 

（注）平均値は都道府県最低賃金の単純平均。 

 

 

図２ 都道府県別カイツ指標と労働生産性の関係 

 
（注）労働生産性は「県民経済計算」の県内総生産（実質）を県内就業者数で割った数字を

対数表示。最低賃金（カイツ指標）は、都道府県別最低賃金を各都道府県の平均賃金に

対する比率。対象期間は 2006～2015 年度。 
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図３ カイツ指標の都道府県平均値と標準偏差 

 

（注）平均値は都道府県のカイツ指標の単純平均。 
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付図１ 都道府県別最低賃金と労働生産性 

 

（注）労働生産性は県民経済計算の県内総生産（実質）を県内就業者数で割った数字を対数

表示。最低賃金は、都道府県別最低賃金（円）の対数。対象期間は 2006～2015 年度。 
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